
職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨
の事業主の方針等を明確化し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に、事業主の方針を規定し、
当該規定と併せて、ハラスメントの内容及びハラスメントの発生の原因や背景等を労
働者に周知・啓発すること。

■ 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発のための資料等にハラス
メントの内容及びハラスメントの発生の原因や背景並びに事業主の方針を記載し、配
付等すること。

■ 職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントの発生の原因や背景並びに事業
主の方針を労働者に対して周知・啓発するための研修、講習等を実施すること。

■ （妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントへの対応を行う場合）事業主の方
針と併せて制度等が利用できる旨を周知･啓発すること。

取組例

ハラスメントの内容、方針等の明確化と周知・啓発

● 「事業主の方針」とは、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント、妊娠・
出産・育児休業等に関するハラスメントを行ってはならない旨の方針です。

● 「その他の職場における服務規律等を定めた文書」としては、従業員心得や必携、
行動マニュアル等、就業規則ではないものの社内ルールを定めたものが考えられます。

● 「研修、講習等」を実施する場合には、定期的に実施する、調査を行う等職場の実
態を踏まえて実施する、管理職層を中心に職階別に分けて実施する等の方法が効果的
と考えられます。

● パンフレット等により周知する場合は、全労働者に確実に周知されるよう、配付方
法等を工夫しましょう。

ポイント

１

＜パワーハラスメント＞

● パワーハラスメントの発生の原因や背景には、労働者同士のコミュニケーションの
希薄化などの職場環境の問題があると考えられます。このため、これらを幅広く解消
していくことが、職場におけるパワーハラスメントの防止の効果を高める上では重要
です。

事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

● セクシュアルハラスメントの内容には、異性に対するものだけではなく、同性に対
するものも含まれます。

● また、被害を受ける者の性的指向や性自認にかかわらず、性的な言動であればセク
シュアルハラスメントに該当します。

● 性別役割分担意識に基づく言動は、 「ハラスメントの発生の原因や背景」となり得
ますので、このような言動をなくしていくことがセクシュアルハラスメントの防止の
効果を高める上で重要です。

● 性別役割分担意識に基づく言動の例としては、以下が考えられます。
①「男のくせに根性がない」、「女には仕事を任せられない」等と発言する。
② 酒席で、上司の側に座席を指定したり、お酌等を強要する。
性別役割分担意識に基づく言動そのものがセクシュアルハラスメントに該当する

わけではありませんが、セクシュアルハラスメントの発生の原因や背景となり得るた
め、こうした言動も含めてなくしていく必要があります。

＜セクシュアルハラスメント＞



● 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの発生の原因や背景には、妊娠・出

産・育児休業等に関する否定的な言動（不妊治療に対する否定的な言動を含め、他の

女性労働者の妊娠・出産等の否定につながる言動や制度等の利用否定につながる言動

で、当該女性労働者に直接言わない場合も含みます。また単なる自らの意思の表明を

除きます）が頻繁に行われる等、制度等の利用や請求をしにくい職場風土や、制度等

の利用ができることについて職場内での周知が不十分であることが考えられます。制

度等を利用する本人だけでなく全従業員に理解を深めてもらうとともに、制度等の利

用や請求をしやすくするような工夫をすることが大切です。

● 妊娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動は、本人に直接行われない場合も含

まれます。例えば、夫婦が同じ会社に勤務している場合に、育児休業を取得する本人

ではなく、その配偶者に対して否定的な言動を行うことは、 妊娠・出産・育児休業

等に関するハラスメントの発生の原因や背景になり得る行為です。

職場におけるハラスメントに係る言動を行った者については、厳正に対処する旨の方針
及び対処の内容を、就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に規定し、管
理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

行為者への厳正な対処方針、内容の規定化と周知・啓発

■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に、ハラスメントに係る言
動を行った者に対する懲戒規定を定め、その内容を労働者に周知･啓発すること。

■ ハラスメントに係る言動を行った者は現行の就業規則その他の職場における服務規
律等を定めた文書において定められている懲戒規定の適用の対象となる旨を明確化し、
それを労働者に周知・啓発すること。

取組例

● 「対処の内容」を文書に規定することは、ハラスメントに該当する言動をした場合
に具体的にどのような対処がなされるのかをルールとして明確化し、労働者に認識し
てもらうことによって、ハラスメントの防止を図ることを目的としています。具体的
なハラスメントに該当する言動と処分の内容を直接対応させた懲戒規定を定めること
のほか、どのようなハラスメントの言動がどのような処分に相当するのかについて判
断要素を明らかにする方法も考えられます。

２

＜妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント＞

ポイント
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